
平成16年1月30日

京セラ株式会社

【９ヵ月通算】（12月31日に終了した９ヵ月間） （単位：百万円）

売上高 815,832 797,967 2.2

営業利益 48,478 56,389 △ 14.0

税引前当期利益 53,698 52,540 2.2

当期純利益 33,254 28,757 15.6

為替レート（円）：

　ＵＳ＄ 115 123 －

　ユーロ 132 119 －

１株当たり当期純利益（円）：

　　　　　　－ 基本的 178.44 153.95 15.9

　  　　　　－ 希薄化後 178.44 153.90 15.9

設備投資額 40,584 30,862 31.5

減価償却費 44,410 48,153 △ 7.8

研究開発費 34,972 35,709 △ 2.1

海外生産品売上高比率（％） 34.1 33.5 －

（御参考）【第３四半期】（12月31日に終了した３ヵ月間） （単位：百万円）

売上高 297,454 280,964 5.9

営業利益 25,924 19,442 33.3

税引前当期利益 28,571 18,947 50.8

当期純利益 17,500 11,630 50.5

為替レート（円）：

　ＵＳ＄ 109 123 －

　ユーロ 129 123 －

１株当たり当期純利益（円）：

　　　　　　－ 基本的 93.34 62.86 48.5

　  　　　　－ 希薄化後 93.34 62.86 48.5
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平成 16 年 1 月 30 日 

平成 16 年 3 月期 第 3 四半期（9ヵ月通算）業績の概況（連結） 
 

上場会社名 京セラ株式会社 （コード番号：６９７１ 東証・大証 第 1部）

（ＵＲＬ http : // www. kyocera. co. jp/）   

問 合 せ 先 代表者役職 取締役社長  氏名 西口 泰夫 

 責任者役職 執行役員常務 財務統括部長 氏名 石田 秀樹 

    TEL: (075)604-3500 

1. 四半期業績の概況の作成等に係る事項 
①連結財務諸表等の作成に際して準拠した基準 : 米国会計基準 

②会計処理の方法の変更の有無 : 無 

③連結及び持分法の適用範囲の異動の状況 :  

 連結 （新規） 20 社  （除外） 2 社   持分法  （新規） 2 社  （除外） 3 社

 

2. 平成 16 年 3 月期第３四半期（9ヵ月通算）の業績概況（平成 15 年 4 月 1日～平成 15 年 12 月 31 日） 
(1)経営成績（連結）            （注）表示金額は百万円未満を四捨五入しています。 

 売  上  高 営 業 利 益 税引前利益 
（9ヵ月通算） 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

16 年 3 月期第 3四半期 815,832 (   2.2) 48,478 (△ 14.0) 53,698 (   2.2)

15 年 3 月期第 3四半期 797,967 － 56,389 － 52,540 －

（参考）15 年 3 月期 1,069,770 (   3.4) 83,388 (   61.7) 76,037 (  37.3)

 

 
当 期 純 利 益 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜在株式調整後1株当たり

当 期 純 利 益

（9ヵ月通算） 百万円    ％ 円     銭 円     銭 

16 年 3 月期第 3四半期 33,254 (  15.6) 178 44 178 44 

15 年 3 月期第 3四半期 28,757 － 153 95 153 90 

（参考）15 年 3 月期 41,165 (  28.8) 220 91 220 86 
（注）売上高、営業利益、税引前利益並びに当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率を表示していま

す。 

(2)財政状態（連結） 

 
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 

1 株当たり 

株 主 資 本 
 百万円 百万円               ％ 円 銭

16 年 3 月期第 3四半期 1,776,179 1,117,548 62.9  5,960 76 

15 年 3 月期第 3四半期 1,648,365 1,015,853 61.6  5,492 11 

（参考）15 年 3 月期 1,635,014 1,003,500 61.4  5,425 37 

 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金等価物

期 末 残 高

（9ヵ月通算） 百万円 百万円 百万円 百万円

16 年 3 月期第 3四半期 △ 3,048  29,555 △ 12,893  304,184

15 年 3 月期第 3四半期 119,650 △ 33,566 △ 71,629  285,422

（参考）15 年 3 月期 160,754 △ 58,512 △ 74,662  298,310

 

3. 平成 16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3 月 31 日） 

平成 15 年 10 月 28 日公表数値より変更ありません。 

※上記の予想につきましては、当期第 3 四半期（9 ヵ月通算）業績の概況（連結）の 7 ページに記載の「将来予想に

関する注意事項」にご留意ください。 
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経営成績及び財政状態、今後の見通し 
 
 当期第 3四半期(平成 15 年 4 月 1日～平成 15 年 12 月 31 日）における当社の経営成績及び財政
状態、今後の見通しは以下の通りです。 
 
 

1. 経営成績 
 

① 経済及び事業環境 

当期の国内経済は、民間設備投資の拡大や企業収益の改善など、一部に景気の回復感がある

ものの、依然として失業率は高水準で推移し、雇用・所得環境には大きな改善は見られず、個

人消費は低い伸びにとどまりました。また、昨年 9月以降は米ドルに対する円高が急速に進行

し、輸出企業の業績への影響が懸念される状況となりました。 

米国経済は個人消費や民間設備投資を中心に堅調に回復し、また欧州経済は期初より弱含み

で推移していましたが、秋口以降緩やかな回復傾向となりました。アジア経済は、中国におい

て第 1 四半期（平成 15 年 4 月～6 月期）に一時的な生産活動の低迷が見られましたが、その

原因となった SARS の終息後は、輸出を中心に力強い成長を見せました。 

エレクトロニクス業界においては、ノートパソコンを中心としたコンピュータ関連機器市場

及びデジタルカメラなどのデジタル家電市場が拡大しました。また、カラー液晶ディスプレイ

やカメラ機能を搭載した携帯電話端末の普及が買換え及び新規需要を喚起し、夏場以降順調に

拡大しました。 
 

 

 

② 連結業績結果 

 

（単位：百万円）

当期第3四半期
(9ヵ月通算）

前期第3四半期
(9ヵ月通算）

対前年同期増減率

売上高 815,832 797,967 2.2%

営業利益 48,478 56,389 △ 14.0%

税引前当期利益 53,698 52,540 2.2%

当期純利益 33,254 28,757 15.6%

希薄化後１株当り当期純利益 178.44 153.90 15.9%

米ドル平均為替レート(円） 115 123            -   

ユーロ平均為替レート(円） 132 119            -   
 

 

 当期 9 ヵ月通算の売上高は、ファインセラミック関連事業や電子デバイス関連事業の増収に

加え、その他の事業の売上高が大きく伸び、前年同期比 2.2％増収の 815,832 百万円となりま

した。なお当期の売上高には、京セラケミカル株式会社（以下｢京セラケミカル」）の売上高が

期初より加わり、また新たにキンセキ株式会社(以下｢キンセキ」）の平成 15 年 8 月からの 

5 ヵ月分の売上高、さらに京セラ SLC テクノロジー株式会社（以下「京セラ SLC テクノロジー」）

の平成 15 年 9 月からの 4ヵ月分の売上高が加わっています。 

 当期 9ヵ月通算の営業利益は、前年同期比 14.0％減益の 48,478 百万円となりました。これ

は、第 2四半期（平成 15 年 7 月～9 月期）に米国子会社 AVX Corporation(以下「AVX」）にお

いてタンタル材料の在庫及び同材料の長期購入契約に基づく将来期間分についての評価減を

計上（合計 88 百万米ドル(約 104 億円））したことが大きく影響しています。 

 当期 9 ヵ月通算の税引前当期利益は、前年同期に比べて為替差損が減少したこと等により、

前年同期比 2.2％増益の 53,698 百万円となりました。 
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 当期 9 ヵ月通算の当期純利益は、前期に発生した会計原則変更による累積影響額 23 億円(費

用）が当期には発生しなかったことを主因として、前年同期比 15.6％増益の 33,254 百万円と

なりました。 

 

 

 

③ 特記事項 

昨年 12 月 22 日（米国時間）、米国プルデンシャル･セキュリティーズ・グループ・インク

（Prudential Securities Group, Inc.）、プルデンシャル･エクイティ･グループ･インク

（Prudential Equity Group, Inc.）、ラパイン･テクノロジー･コーポレーション（LaPine 

Technology Corporation）及びラパイン･ホールディング･カンパニー（LaPine Holding 

Company）との間で、これまで当社が当事者となり係属していた全ての紛争について、和解の

合意に達しました。この和解により当社は 331.5 百万米ドル(約 355 億円）を支払いましたが、

この和解費用は、従来より計上していた「未払訴訟費用」を取り崩して充当しました。なお、

計上額と支払額との差額約 23 億円につきましては、売上原価の戻し処理を行っています。 

 

 
 

 

2. 連結事業セグメント別の状況 
（単位：百万円）

当期第3四半期
(9ヵ月通算）

前期第3四半期
(9ヵ月通算）

対前年同期増減率

 売　　上　　高 815,832 797,967 2.2%

 　ファインセラミック関連事業 186,519 180,608 3.3%

 　電子デバイス関連事業 188,151 173,390 8.5%

　 機器関連事業 384,026 392,223 △ 2.1%

　 その他の事業 69,796 60,434 15.5%

　 調整及び消去 △ 12,660 △ 8,688              -

 事  業  利  益 44,099 53,298 △ 17.3%

　 ファインセラミック関連事業 19,606 12,554 56.2%

　 電子デバイス関連事業 △ 1,187 8,990              -

　 機器関連事業 18,382 26,825 △ 31.5%

　 その他の事業 7,298 4,929 48.1%

 

「その他の事業」に含まれていた京セラ単独の精機事業部について、当期第 3四半期より、本社部門

に含めて開示しています。この変更に伴い、前期 9ヵ月通算の実績についても同様の基準で組み替え

て表示しています。 

 

＜ファインセラミック関連事業＞ 

 この事業セグメントの当期 9ヵ月通算の売上高は、前年同期比 3.3%の増収となりました。 

 液晶製造装置用部品やプロジェクタ用及び LED 用サファイア基板等のファインセラミック

部品の需要は堅調に推移し、また、ソーラー発電システムや切削工具などセラミック応用品

は大幅な増収となりました。半導体部品は当期 9 ヵ月通算ではほぼ横ばいとなりましたが、

第 3四半期は前年同期比大幅な増収となりました。 

 この事業セグメントの当期 9 ヵ月通算の事業利益は、半導体部品及びセラミック応用品で

増益となったことにより、前年同期比 56.2%の大幅な増益となりました。 
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＜電子デバイス関連事業＞ 

 期初より SARS を主因としてアジア地域での生産活動が停滞し、部品需要が落ち込みました

が、SARS の終息後は携帯電話端末向けをはじめとして部品需要が急回復し、第 3四半期も前

年同期比で大幅な増収となりました。また、コネクタ及び薄膜デバイス製品の売上について

も堅調に増加しました。その結果、当期 9 ヵ月通算の売上高は、前年同期比 8.5％の増収と

なりました。 

 しかし、AVX におけるタンタル材料の評価減による一時的費用（約 104 億円）の発生によ

り、事業利益は前年同期比で大幅な減益となりました。 

 

 

＜機器関連事業＞ 

 当期 9 ヵ月通算の売上高及び事業利益は、それぞれ前年同期比 2.1％、31.5％の減収減益

となりました。 

 北米における携帯電話端末事業は、クリスマス商戦向けの新製品の販売が好調だったため、

第 3 四半期は大幅な収益改善が図れたものの、中間期までの販売低迷を補うには至りません

でした。光学精密機器は、昨年 8 月以降に投入した新製品の販売は好調でしたが、旧製品の

販売価格の下落及び開発費負担が収益を圧迫し、前年の実績を下回りました。一方、情報機

器は、新製品の投入、プロダクトミックスの変更による効果及びコストダウンの推進により、

当期 9ヵ月通算で前年同期比増収増益となりました。 

 

＜その他の事業＞ 

 京セラケミカルの業績が期初より寄与し、また、京セラコミュニケーションシステム株式

会社並びに京セラリーシング株式会社の収益が大きく改善しました。その結果、当セグメン

トの当期 9ヵ月通算の売上高及び事業利益は、それぞれ前年同期比 15.5％、48.1％の大幅な

増加となりました。 

 

 

 

3．連結地域別売上高の状況 

（単位：百万円）

当期第3四半期
(9ヵ月通算）

前期第3四半期
（9ヵ月通算）

対前年同期増減率

　売　上　高　 815,832 797,967 2.2%

　　国　内 325,931 311,508 4.6%

　　米　国 178,622 212,356 △ 15.9%

　　アジア 142,132 128,470 10.6%

　　欧　州 112,429 105,930 6.1%

　　その他の地域 56,718 39,703 42.9%

 

 

① 国内売上高 

 ファイセラミック部品や切削工具、ソーラーシステムなどのセラミック応用品の売上が増

加したことにより、前年同期比で増収となりました。 

 

② 米国向け売上高 

 主に携帯電話端末の売上が減少しました。 
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③ アジア向け売上高 

 電子デバイス関連及び半導体部品の売上が増加したことにより、前年同期比で増収となり

ました。 

 

 

④ 欧州向け売上高 

 情報機器の売上増加を中心として、ソーラーシステムなどのセラミック応用品の売上が増

加したことにより、前年同期比で増収となりました。 

 

 

 

 
4．連結キャッシュ・フローの状況 
 

当期 9 ヵ月通算における現金及び現金等価物期末残高は、平成 15 年 3 月期末に比べ   

5,874 百万円増加し、304,184 百万円となりました。 

 

（単位：百万円）

当期第3四半期
(9ヵ月通算）

前期第3四半期
(9ヵ月通算）

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 3,048 119,650

投資活動によるキャッシュ・フロー 29,555 △ 33,566

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 12,893 △ 71,629

為替相場変動による現金及び現金等価物への影響額 △ 7,740 △ 9,932

現金及び現金等価物純増加額 5,874 4,523

現金及び現金等価物期首残高 298,310 280,899

現金及び現金等価物期末残高 304,184 285,422
 

 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動における現金及び現金等価物の前期9ヵ月通算は119,650百万円の収入でしたが、当

期9ヵ月通算は3,048百万円の支出となりました。この結果、当期9ヵ月通算の営業活動におけ

る現金及び現金等価物は、前期9ヵ月通算に比べ122,698百万円の減少となりました。当期純利

益は33,254百万円と前期9ヵ月通算に比べ4,497百万円の増加となりましたが、受取債権及びた

な卸資産の増加、さらに昨年12月にラパイン訴訟にかかる和解金の支払い35,454百万円を行っ

たことにより、減少となりました。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動における現金及び現金等価物の前期9ヵ月通算は33,566百万円の支出でしたが、当

期9ヵ月通算は29,555百万円の収入となりました。この結果、当期9ヵ月通算の投資活動におけ

る現金及び現金等価物は、前期9ヵ月通算に比べ63,121百万円の増加となりました。これは、

有価証券の売却及び償還による収入が増加したことに加え、和解金の支払いに充当するため引

出制限条件付預金を解約したことによるものです。 

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当期 9 ヵ月通算の財務活動における現金及び現金等価物の支出は、12,893 百万円となり、

前期 9ヵ月通算の 71,629 百万円に比べ 58,736 百万円の減少となりました。これは、主に短期

借入による調達が増加したこと及び自己株式の購入が減少したことによるものです。 
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5. 今後の見通し 
 
 

① 今後の経済及び事業環境見通し 

 

 海外経済は堅調に拡大を続けるものと予想しています。また、国内経済も緩やかな成長が期

待される一方で、米ドルに対する円高の急速な進行により企業収益をはじめ経済に対し広範な

悪影響を及ぼすことが懸念されます。当下半期（平成 15 年 10 月～平成 16 年 3 月期）の連結業

績予想の前提となる為替レートは、１米ドル 107 円、１ユーロ 132 円を想定し、通期では１米ドル 112

円、１ユーロ132円を予想しています。前期通期と比較した通期の為替レートの変動による影響額は、

売上高及び税引前当期利益に対し、それぞれ約475億円、48億円のデメリットとなると予想していま

す。 
 しかしながらエレクトロニクス業界においては、コンピュータ関連機器、デジタル家電を中
心に生産活動は高水準で推移するものと予想しています。京セラグループは、この需要回復の
状況下において事業機会を逃すことのないよう、部品事業においては新規受注の獲得に注力し、
また、機器事業においては新製品投入と拡販を積極的に行ってまいります。加えて、すべての
事業においてコスト削減並びに生産性向上による収益改善を継続してまいります。 
 なお、平成 16 年 3 月期通期の連結業績予想は既に公表した以下の通りであり、今回見通し
の変更はありません。 

 
 
 
② 平成 16 年 3 月期 通期連結業績予想（平成 15 年 10 月 28 日公表） 

 
 

（単位：百万円）

平成16年3月期 予想 対前期増減率

 売　　上　　高 1,140,000 6.6%

 営  業  利  益 75,000 △　10.1%

 税 引 前 利 益 79,000 3.9%

 当 期 純 利 益 50,000 21.5%
 

 

 
（注）将来予想に関する注意事項 

この「平成 16 年 3 月期 第 3四半期（9ヵ月通算）業績の概況（連結）」に記載されている記述には、1934 年米国

証券取引所施行 21E 条に定義される「将来予想に関する記述」(forward-looking statements)が含まれています。

これらの将来予想に関する記述は、現時点で入手できる情報に鑑みて当社が予想を行い、所信を表明したものであ

ります。これらの将来予想に関する記述は、既知及び未知のリスク、不確実な要因及びその他の要因を含んでいま

す。かかるリスク、不確実な要因及びその他の要因は以下のものを含みますが、これらに限られるものではありま

せん。(１)当社が関連する市場の状況(特に、日本、米国、欧州及びアジア(中国を含む)の経済状況)。(２)円と当

社の売上高の相当な部分を構成している米ドル及びユーロとの為替レート。(３)競争の厳しいセラミック、半導体

部品及び電子部品市場における当社の、革新的な製品を提供し、顧客の要求に沿った先進技術を投入する能力。

（４)通信やパーソナルコンピュータを含む世界の情報技術市場の将来における成長または縮小の規模及び速度。

かかるリスク、不確実な要因及びその他の要因により、当社の実際の業績、事業活動、展開または財務状況は、こ

れらの将来予想に関する記述に明示または包含される将来の業績、事業活動、展開または財務状況と大きく異なる

場合があります。当社は、この「平成 16 年 3 月期 第 3 四半期（9ヵ月通算）業績の概況（連結）」に記載されて

いる将来予想に関する記述についてこれらの内容を更新し公表する責任を負いません。   
 

 
 



京セラグループ連結

　

　　     　　　　年　　度

　　　　科　　目　　　　　　　　　　　

百万円　 　 百万円　 　

　 899,310 　 50.6 　 862,422 　 52.7 　 36,888
　 　

現金及び現金等価物 　 304,184 　 　 298,310 　 　 5,874
　 　

引出制限条件付預金 　 -       　 　 56,368 　 △ 56,368
　 　

短 期 投 資 　 10,711 　 　 14,651 　 △ 3,940
　 　

受 取 手 形 　 33,198 　 　 35,446 　 △ 2,248
　 　

売 掛 金 　 205,990 　 　 179,750 　 　 26,240
　 　

短 期 金 融 債 権 　 79,742 　 　 31,254 　 　 48,488
　 　

貸 倒 引 当 金 △ 7,585 　 △ 7,703 　 　 118
　 　

た な 卸 資 産 　 195,111 　 　 183,156 　 　 11,955

繰 延 税 金 資 産 　 35,087 　 52,136 △ 17,049
　 　

そ の 他 流 動 資 産 　 42,872 19,054 　 23,818
　 　
　 876,869 　 49.4 　 772,592 　 47.3 　 104,277
　 　
　 476,773 　 26.8 　 332,535 　 20.3 　 144,238
　 　

関 連 会 社 ・ 非 連 結 　 　 　 　 　
子 会 社 に 対 す る 　 　 　 　 　
投資及び長期貸付金 　 27,880 　 　 24,398 　 　 3,482

　 　
投資有価証券及び 　 　 　 　 　
そ の 他 の 投 資 　 448,893 　 　 308,137 　 　 140,756

　 　
　 81,005 　 4.6 　 125,728 　 7.7 △ 44,723
　 　
　 254,385 　 14.3 　 249,505 　 15.3 　 4,880
　 　

土 地 　 55,107 　 　 53,973 　 　 1,134
　 　

建 物 　 213,713 　 　 203,387 　 　 10,326
　 　

機 械 器 具 　 619,319 　 　 587,076 　 　 32,243
　 　

建 設 仮 勘 定 　 9,218 　 　 5,483 　 　 3,735
　 　

減 価 償 却 累 計 額 △ 642,972 　 △ 600,414 　 △ 42,558
　 　
　 24,125 　 1.4 　 25,703 　 1.6 △ 1,578
　 　
　 15,769 　 0.9 　 15,068 　 0.9 　 701

24,812 1.4 　 24,053 　 1.5 　 759
　 　

　 1,776,179 　 　 100.0 　 1,635,014 　 　 100.0 　 141,165

（注）１．「引出制限条件付預金」は、ﾗﾊﾟｲﾝ訴訟継続に必要な銀行信用状の発行手数料を軽減する目的で発行金融機関
へ預託していた預金でしたが、2003年12月22日(米国時間)に当該訴訟に係る全ての紛争につき和解の合意に
達したため、全ての「引出制限条件付預金」を解約しました。

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（資　産　の　部） ％ ％ 百万円　

流 動 資 産

固 定 資 産

投資及び長期貸付金

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計

長 期 金 融 債 権

有 形 固 定 資 産

営 業 権

無 形 固 定 資 産

当 期 第 ３ 四 半 期 前 期

　　連 結 貸 借 対 照 表

（ 監 査 対 象 外 ）

増 減 金 額
平 成 15 年 12 月 31 日 現 在 平 成 15 年 3 月 31 日 現 在
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京セラグループ連結

　

　     　　年　　度

　　　　科　　目　　　　　　　　　　　　　

百万円　 　 百万円　 　

　 404,259 22.7 　 405,574 24.8 △ 1,315
　 　

短 期 債 務 　 126,195 　 107,886 　 18,309
　 　

一年以内返済予定長期債務 　 55,044 　 30,198 　 24,846
　 　

支払手形及び買掛金 　 103,914 　 98,105 　 5,809
　 　

設備支払手形及び未払金 　 38,329 　 28,428 　 9,901
　 　

未 払 賃 金 及 び 賞 与 　 26,687 　 33,059 △ 6,372
　 　

未 払 法 人 税 等 　 7,712 　 28,060 △ 20,348

未 払 訴 訟 費 用 　 -       　 41,862 △ 41,862
　 　

未 払 費 用 　 28,232 　 23,387 　 4,845
　 　

そ の 他 流 動 負 債 　 18,146 　 14,589 　 3,557
　 　 　
　 200,357 11.3 　 164,380 10.0 　 35,977
　 　

長 期 債 務 　 26,455 　 60,736 △ 34,281
　 　

未払退職給付及び年金費用 　 78,319 　 74,906 　 3,413
　 　

繰 延 税 金 負 債 　 89,402 　 22,879 　 66,523
　 　

そ の 他 固 定 負 債 　 6,181 　 5,859 　 322
　

( 604,616 ) ( 34.0 ) ( 569,954 ) ( 34.8 ) (　 34,662 )

( 54,015 ) ( 3.1 ) ( 61,560 ) ( 3.8 ) (△ 7,545 )

　 54,015 　 3.1 　 61,560 　 3.8 △ 7,545

　
　 　
　
　 115,703 115,703 　 -       
　
　 162,073 167,675 △ 5,602
　
　 850,430 828,350 　 22,080
　
　 20,700 △ 56,194 　 76,894
　
△ 31,358 △ 52,034 　 20,676
　

( 1,117,548 ) ( 62.9 ) ( 1,003,500 ) ( 61.4 ) (　 114,048 )

1,776,179 100.0 1,635,014 100.0 　 141,165

（注）２．累積その他の包括利益内訳

　　 　 　未実現有価証券評価損益 　 △

未実現ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ評価損益 △ △

最小年金債務調整勘定 △ △

為替換算調整勘定 △ △

平 成 15 年 12 月 31 日 現 在 平 成 15 年 3 月 31 日 現 在

（ 監 査 対 象 外 ）

増 減 金 額

金 額 構 成 比

（負　債　の　部） ％ ％ 百万円　

流 動 負 債

固 定 負 債

（負  債  合  計）

少 数 株 主 持 分

( 少 数 株 主 持 分 )

（資  本  の  部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

累 積 そ の 他 の 包 括 利 益

自 己 株 式

（資  本  合  計）

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

33,587 14,977

65,376 29,955

158 331

10,931 10,931

当 期 第 ３ 四 半 期

  平成15年12月31日現在   平成15年 3月31日現在

           前　　　　期

当 期 第 ３ 四 半 期 前 期

金 額 構 成 比
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京セラグループ連結

連 結 損 益 計 算 書　（監 査 対 象 外）

  　  　　年　　　度

　 　 　 　 　 　

　 815,832 　 100.0 　 797,967 　 100.0 　 17,865 　 2.2

　 616,580 　 75.6 　 604,256 　 75.7 　 12,324 　 2.0
売 上 総 利 益 　 199,252 　 24.4 　 193,711 　 24.3 　 5,541 　 2.9

　 150,774 　 18.5 　 137,322 　 17.2 　 13,452 　 9.8
営 業 利 益 　 48,478 　 5.9 　 56,389 　 7.1 △ 7,911 △ 14.0

　 　 　 　 　

　 4,229 　 0.5 　 4,321 　 0.5 △ 92 △ 2.1

△ 938 △ 0.1 △ 1,119 △ 0.1 　 181 　 － 

△ 1,155 △ 0.1 △ 6,157 △ 0.8 　 5,002 　 － 

　 1,848 　 0.2 　 2,311 　 0.3 △ 463 △ 20.0

△ 138 △ 0.0 △ 2,700 △ 0.3 　 2,562 　 － 

　 1,374 　 0.2 △ 505 △ 0.1 　 1,879 　 － 

そ の 他 収 益 ・ 費 用 計 　 5,220 　 0.7 △ 3,849 △ 0.5 　 9,069 　 － 

税 引 前 当 期 利 益 　 53,698 　 6.6 　 52,540 　 6.6 　 1,158 　 2.2

　 23,732 　 2.9 　 21,536 　 2.7 　 2,196 　 10.2
少 数 株 主 損 益 控 除 前 　 　
当 期 利 益 　 29,966 3.7 31,004 3.9 △ 1,038 △ 3.3

　 3,288 　 0.4 　 9 　 0.0 　 3,279 　 － 
会 計 原 則 変 更 に よ る
累積影響額控除前利益 33,254 4.1 31,013 3.9 　 2,241 7.2

　 － 　 － △ 2,256 △ 0.3 　 2,256 　 － 
当 期 純 利 益 　 33,254 　 4.1 　 28,757 　 3.6 　 4,497 　 15.6

会計原則変更による
累積影響額控除前利益

　　　　　　　　-　基　本　的      178円44銭  166円02銭
　　　　　　　　-　希  薄  化  後      178円44銭  165円97銭
当期純利益

　　　　　　　　-　基　本　的      178円44銭  153円95銭
　　　　　　　　-　希  薄  化  後      178円44銭  153円90銭

　　　　加重平均発行済株式数

　　　　　　　　-　基　本　的    186,362千株 186,796千株
　　　　　　　　-　希  薄  化  後    186,362千株 186,854千株

（注）１．　当社は米国財務会計基準審議会基準書第130号「包括利益の財務報告」を適用しています。同基準書に基づく当期９ヵ月

　　　　　　通算及び前期９ヵ月通算の資本取引以外の資本勘定の増減（包括利益）は、それぞれ110,148百万円の増加及び

              20,131百万円の増加となりました。

（注）２．  １株当たり当期純利益は、米国財務会計基準審議会基準書第128号「１株当たり利益」を適用しています。基本的１株当たり

　　　　　　当期純利益は、普通株式の期中平均株式数に基づいて計算され、希薄化後１株当たり当期純利益は、潜在株式の希薄化

　           効果を考慮して計算しています。

（注）３．　前期より米国財務会計基準審議会基準書第142号「営業権及びその他の無形固定資産」を適用しています。　

　　　　　　当該基準の適用により、会計原則変更による累積影響額として税効果控除後で、前期に2,256百万円の損失を計上して

              います。

会計原則変更による累積影響額

１株当たり情報：

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他 （ 純 額 ）

税 金 充 当 額

少 数 株 主 損 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金

支 払 利 息

為 替 換 算 差 損 益

持 分 法 投 資 損 益

純 売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 収 益 ・ 費 用 （ △ ）

比 率 増 減 金 額 増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　　科　　　目 金 額 比 率 金 額

）
増　　　　減

至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

当 期 ９ ヵ 月 通 算 前 期 ９ ヵ 月 通 算

（
自平成15年 4月  1日

） （
自平成14年 4月  1日
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京セラグループ連結

連結キャッシュ・フロー計算書　（監 査 対 象 外）

当期 ９ ヵ 月通算 前期 ９ ヵ 月通算

自平成15年 4月  1日 自平成14年 4月  1日
至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

百万円 百万円

Ⅰ 　 　

1 　 33,254 　 28,757
2 　 　

(1) 　 51,523 　 54,603
(2) 　 8,936 4,914
(3) 　 － 　 2,256
(4) 　 700 　 5,967
(5) △ 39,983 △ 1,887
(6) △ 25,684 　 8,395
(7) △ 3,904 　 567
(8) 　 13,417 　 22,395
(9) △ 35,454 　 －

(10) △ 5,853 △ 6,317
△ 3,048 　 119,650

Ⅱ

1 △ 29,195 △ 27,151
2 △ 7,410 △ 703
3 　 54,009 　 23,938
4 △ 42,362 △ 35,296
5 　 1,665 　 1,746
6 　 5,135 　 4,058
7 △ 1,994 △ 1,476
8 　 52,983 　 －

9 △ 3,276 　 1,318
　 29,555 △ 33,566

Ⅲ

1 　 16,720 △ 3,966
2 　 1,265 　 1,215
3 △ 19,134 △ 15,447
4 △ 11,910 △ 11,929
5 △ 35 △ 41,994
6 　 201 　 492

△ 12,893 △ 71,629

Ⅳ △ 7,740 △ 9,932
Ⅴ 　 5,874 　 4,523
Ⅵ 　 298,310 　 280,899
Ⅶ 304,184 285,422

年　　　度

そ の 他

引 出 制 限 条 件 付 預 金 の 預 入

そ の 他

受 取 債 権 の 増 加

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰへの調整

た な 卸 資 産 の （ △ 増 加 ） 減 少

摘　　　要

ラパイン訴訟にかかる和解金の支払

自 己 株 式 の 購 入 ・ 売 却

有 価 証 券 の 購 入

子会社株式の取得（取得現金控除後）

固 定 資 産 の 購 入 に よ る 支 払

長 期 債 務 に よ る 調 達

長 期 債 務 の 返 済

短 期 債 務 の 増 加 （ △ 減 少 ）

引 出 制 限 条 件 付 預 金 の 解 約

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

（

金        額

）

金        額

（ ）

そ の 他

その他の流動資産の（△増加）減少

支 払 債 務 の 増 加

現 金 及 び 現 金 等 価 物 期 末 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

投 資 及 び 長 期 貸 付 金 の 実 行

有 価 証 券 の 売 却 及 び 償 還

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

現 金 及 び 現 金 等 価 物 期 首 残 高

為替相場変動による現金及び現金等価物への影響額

現 金 及 び 現 金 等 価 物 純 増 加 額

当 期 純 利 益

減 価 償 却 費 及 び 償 却 費

た な 卸 資 産 評 価 損 引 当 額

為 替 換 算 調 整

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

会計原則変更による累積影響額

配 当 金 支 払
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京セラグループ連結

セ　グ　メ　ン　ト　情　報　（監 査 対 象 外）

１．事業の種類別セグメント情報

           　　　　  年　　度

自平成15年  4月 1日 自平成14年　4月 1日
至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

     事 業 区 分 金        額 金        額  増減金額 増　減　率

売         上         高 百万円 百万円 百万円 ％

186,519 180,608 　 5,911 　 3.3
188,151 173,390 　 14,761 　 8.5
384,026 392,223 △ 8,197 △ 2.1

69,796 60,434 　 9,362 　 15.5
△ 12,660 △ 8,688 △ 3,972 　 －

連 結 売 上 高 815,832 797,967 　 17,865 　 2.2
事     業     利     益 　 　

　 19,606 12,554 　 7,052 　 56.2
△ 1,187 8,990 △ 10,177 　 －

　 18,382 26,825 △ 8,443 △ 31.5
　 7,298 4,929 　 2,369 　 48.1

事 業 利 益 計 44,099 53,298 △ 9,199 △ 17.3
　

　 7,267 △ 3,462 　 10,729 　 －

　 1,848 2,311 △ 463 △ 20.0
　 484 　 393 　 91 　 23.2

税 引 前 当 期 利 益 53,698 52,540 　 1,158 　 2.2
減価償却費及び償却費 　 　

12,077 13,623 △ 1,546 △ 11.3
17,264 19,307 △ 2,043 △ 10.6
16,775 16,767 　 8 　 0.0

3,443 2,906 　 537 　 18.5
1,964 2,000 △ 36 △ 1.8

合 計 51,523 54,603 △ 3,080 △ 5.6
設   備   投   資   額 　 　

9,128 6,054 　 3,074 　 50.8
13,302 9,354 　 3,948 　 42.2
14,234 10,711 　 3,523 　 32.9

709 3,337 △ 2,628 △ 78.8
3,211 1,406 　 1,805 　 128.4

合 計 40,584 30,862 　 9,722 　 31.5

電 子 ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｽ 関 連 事 業

機 器 関 連 事 業

そ の 他 の 事 業

本 社 部 門

機 器 関 連 事 業

そ の 他 の 事 業

本 社 部 門

ﾌ ｧ ｲ ﾝ ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ 関 連 事 業

持 分 法 投 資 損 益

調 整 及 び 消 去

ﾌ ｧ ｲ ﾝ ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ 関 連 事 業

電 子 ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｽ 関 連 事 業

電 子 ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｽ 関 連 事 業

機 器 関 連 事 業

そ の 他 の 事 業

本 社 部 門 損 益

機 器 関 連 事 業

そ の 他 の 事 業

調 整 及 び 消 去

ﾌ ｧ ｲ ﾝ ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ 関 連 事 業

） 増　　　  減

ﾌ ｧ ｲ ﾝ ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ 関 連 事 業

電 子 ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｽ 関 連 事 業

当 期 ９ ヵ 月 通 算 前 期 ９ ヵ 月 通 算

（ ） （
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京セラグループ連結

２．所在地別セグメント情報

           　　　　  年　　度

自平成15年  4月  1日 自平成14年  4月  1日
至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

    所 在 地 区 分 金        額 金        額  増減金額

売         上         高 百万円 百万円 百万円 ％

370,449 360,122 　 10,327 　 2.9
204,908 183,675 　 21,233 　 11.6
575,357 543,797 　 31,560 　 5.8

221,515 237,190 △ 15,675 △ 6.6
16,516 17,437 △ 921 △ 5.3

238,031 254,627 △ 16,596 △ 6.5

　 95,042 78,912 　 16,130 　 20.4
75,035 57,248 　 17,787 　 31.1

170,077 136,160 　 33,917 　 24.9

115,038 111,545 　 3,493 　 3.1
24,184 22,251 　 1,933 　 8.7

139,222 133,796 　 5,426 　 4.1

13,788 10,198 　 3,590 　 35.2
5,562 6,331 △ 769 △ 12.1

19,350 16,529 　 2,821 　 17.1

△ 326,205 △ 286,942 △ 39,263 －

連 結 売 上 高 815,832 797,967 　 17,865 　 2.2
事     業     利     益 　 　

　 58,084 　 47,174 　 10,910 　 23.1

△ 1,461 　 5,863 △ 7,324 △ 124.9
　 6,686 　 7,479 △ 793 △ 10.6

△ 14,943 △ 6,184 △ 8,759 　 －

　 751 　 475 　 276 　 58.1
　 49,117 　 54,807 △ 5,690 △ 10.4
△ 4,534 △ 1,116 △ 3,418 －

　 44,583 　 53,691 △ 9,108 △ 17.0

　 7,267 △ 3,462 　 10,729 －

　 1,848 　 2,311 △ 463 △ 20.0
税 引 前 当 期 利 益 53,698 52,540 　 1,158 　 2.2

本 社 部 門 損 益

持 分 法 投 資 損 益

欧 州

そ の 他 の 地 域

調 整 及 び 消 去

調 整 及 び 消 去

日 本

米 国

ア ジ ア

所 在 地 間 内 部 売 上

そ の 他 の 地 域

所 在 地 間 内 部 売 上

ア ジ ア

所 在 地 間 内 部 売 上

欧 州

所 在 地 間 内 部 売 上

米 国

所 在 地 間 内 部 売 上

） 増　　　  減

増　減　率

日 本

当 期 ９ ヵ 月 通 算 前 期 ９ ヵ 月 通 算

（ ） （
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京セラグループ連結

３．地域別セグメント情報

　　　　　　　　　　  年　　　　度

地  域  区  分 金        額 金        額

売         上         高 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

日 本 325,931 40.0 311,508 39.0
　

14,423
　

4.6

米 国 178,622 21.9 212,356 26.6 △ 33,734 △ 15.9

ア ジ ア 142,132 17.4 128,470 16.1
　

13,662
　

10.6

欧 州 112,429 13.8 105,930 13.3
　

6,499
　

6.1

そ の 他 の 地 域 56,718 6.9 39,703 5.0
　

17,015
　

42.9

連 結 売 上 高 815,832 100.0 797,967 100.0
　

17,865
　

2.2

海 外 売 上 高 489,901 486,459
　

3,442
　

0.7

連結売上高に占める割合 60.0% 61.0%

増 減 金額 増 減 率

）
至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

構成比 構成比

増　　　  減

当 期 ９ ヵ 月 通 算 前 期 ９ ヵ 月 通 算

（
自平成15年 4月  1日

） （
自平成14年 4月  1日
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京セラグループ連結

【御参考】

　

　　     　　　　年　　度

　　　　科　　目　　　　　　　　　　　

百万円　 　 百万円　 　

　 899,310 　 50.6 　 910,803 　 51.4 △ 11,493
　 　

現金及び現金等価物 　 304,184 　 　 299,160 　 　 5,024
　 　

引出制限条件付預金 　 -       　 　 54,121 　 △ 54,121
　 　

短 期 投 資 　 10,711 　 　 10,321 　 　 390
　 　

受 取 手 形 　 33,198 　 　 30,753 　 　 2,445
　 　

売 掛 金 　 205,990 　 　 179,047 　 　 26,943
　 　

短 期 金 融 債 権 　 79,742 　 　 71,195 　 　 8,547
　 　

貸 倒 引 当 金 △ 7,585 　 △ 7,399 　 △ 186
　 　

た な 卸 資 産 　 195,111 　 　 192,600 　 　 2,511

繰 延 税 金 資 産 　 35,087 　 52,469 △ 17,382
　 　

そ の 他 流 動 資 産 　 42,872 28,536 　 14,336
　 　
　 876,869 　 49.4 　 860,747 　 48.6 　 16,122
　 　
　 476,773 　 26.8 　 447,120 　 25.2 　 29,653
　 　

関 連 会 社 ・ 非 連 結 　 　 　 　 　
子 会 社 に 対 す る 　 　 　 　 　
投資及び長期貸付金 　 27,880 　 　 21,387 　 　 6,493

　 　
投資有価証券及び 　 　 　 　 　
そ の 他 の 投 資 　 448,893 　 　 425,733 　 　 23,160

　 　
　 81,005 　 4.6 　 90,034 　 5.1 △ 9,029
　 　
　 254,385 　 14.3 　 257,013 　 14.5 △ 2,628
　 　

土 地 　 55,107 　 　 55,625 　 △ 518
　 　

建 物 　 213,713 　 　 214,532 　 △ 819
　 　

機 械 器 具 　 619,319 　 　 616,865 　 　 2,454
　 　

建 設 仮 勘 定 　 9,218 　 　 6,723 　 　 2,495
　 　

減 価 償 却 累 計 額 △ 642,972 　 △ 636,732 　 △ 6,240
　 　
　 24,125 　 1.4 　 24,587 　 1.4 △ 462
　 　
　 15,769 　 0.9 　 17,076 　 1.0 △ 1,307

24,812 1.4 　 24,917 　 1.4 △ 105
　 　

　 1,776,179 　 　 100.0 　 1,771,550 　 　 100.0 　 4,629

（注）１．「引出制限条件付預金」は、ﾗﾊﾟｲﾝ訴訟継続に必要な銀行信用状の発行手数料を軽減する目的で発行金融機関
へ預託していた預金でしたが、2003年12月22日(米国時間)に当該訴訟に係る全ての紛争につき和解の合意に
達したため、全ての「引出制限条件付預金」を解約しました。

当 期 第 ３ 四 半 期 当 中 間 期

　　連 結 貸 借 対 照 表

（ 監 査 対 象 外 ）

増 減 金 額
平 成 15 年 12 月 31 日 現 在 平 成 15 年 9 月 30 日 現 在

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計

長 期 金 融 債 権

有 形 固 定 資 産

営 業 権

無 形 固 定 資 産

百万円　

流 動 資 産

固 定 資 産

投資及び長期貸付金

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（資　産　の　部） ％ ％
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京セラグループ連結

【御参考】
　

　     　　年　　度

　　　　科　　目　　　　　　　　　　　　　

百万円　 　 百万円　 　

　 404,259 22.7 　 433,967 24.5 △ 29,708
　 　

短 期 債 務 　 126,195 　 115,408 　 10,787
　 　

一年以内返済予定長期債務 　 55,044 　 55,258 △ 214
　 　

支払手形及び買掛金 　 103,914 　 98,875 　 5,039
　 　

設備支払手形及び未払金 　 38,329 　 33,065 　 5,264
　 　

未 払 賃 金 及 び 賞 与 　 26,687 　 33,633 △ 6,946
　 　

未 払 法 人 税 等 　 7,712 　 19,753 △ 12,041

未 払 訴 訟 費 用 　 -       　 39,495 △ 39,495
　 　

未 払 費 用 　 28,232 　 25,058 　 3,174
　 　

そ の 他 流 動 負 債 　 18,146 　 13,422 　 4,724
　 　 　
　 200,357 11.3 　 190,124 10.7 　 10,233
　 　

長 期 債 務 　 26,455 　 27,117 △ 662
　 　

未払退職給付及び年金費用 　 78,319 　 78,685 △ 366
　 　

繰 延 税 金 負 債 　 89,402 　 77,267 　 12,135
　 　

そ の 他 固 定 負 債 　 6,181 　 7,055 △ 874
　

( 604,616 ) ( 34.0 ) ( 624,091 ) ( 35.2 ) ( △ 19,475 )

( 54,015 ) ( 3.1 ) ( 55,057 ) ( 3.1 ) ( △ 1,042 )

　 54,015 　 3.1 　 55,057 　 3.1 △ 1,042

　
　 　
　
　 115,703 115,703 　 -       
　
　 162,073 162,068 　 5
　
　 850,430 838,555 　 11,875
　
　 20,700 7,443 　 13,257
　
△ 31,358 △ 31,367 　 9
　

( 1,117,548 ) ( 62.9 ) ( 1,092,402 ) ( 61.7 ) ( 　 25,146 )

1,776,179 100.0 1,771,550 100.0 　 4,629

（注）２．累積その他の包括利益内訳

　　 　 　未実現有価証券評価損益 　 　

未実現ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ評価損益 △ △

最小年金債務調整勘定 △ △

為替換算調整勘定 △ △

当 期 第 ３ 四 半 期 当 中 間 期

金 額 構 成 比

当 期 第 ３ 四 半 期 当 中 間 期

  平成15年12月31日現在   平成15年 9月30日現在

33,587 29,447

65,376 48,024

158 203

10,931 10,931

累 積 そ の 他 の 包 括 利 益

自 己 株 式

（資  本  合  計）

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

（資  本  の  部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

流 動 負 債

固 定 負 債

（負  債  合  計）

少 数 株 主 持 分

( 少 数 株 主 持 分 )

（負　債　の　部） ％ ％ 百万円　

平 成 15 年 12 月 31 日 現 在 平 成 15 年 9 月 30 日 現 在

（ 監 査 対 象 外 ）

増 減 金 額

金 額 構 成 比
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京セラグループ連結

【御参考】
連 結 損 益 計 算 書　（監 査 対 象 外）

    　　　年　　　度

　 　 　 　 　 　

　 297,454 　 100.0 　 280,964 　 100.0 　 16,490 　 5.9

　 218,926 　 73.6 　 212,831 　 75.8 　 6,095 　 2.9
売 上 総 利 益 　 78,528 　 26.4 　 68,133 　 24.2 　 10,395 　 15.3

　 52,604 　 17.7 　 48,691 　 17.3 　 3,913 　 8.0
営 業 利 益 　 25,924 　 8.7 　 19,442 　 6.9 　 6,482 　 33.3

　 　 　 　 　

　 1,810 　 0.6 　 1,581 　 0.5 　 229 　 14.5

△ 237 △ 0.1 △ 356 △ 0.1 　 119 　 － 

　 466 　 0.2 　 169 　 0.1 　 297 　 175.7

　 119 　 0.0 　 1,136 　 0.4 △ 1,017 △ 89.5

△ 33 △ 0.0 △ 2,353 △ 0.9 　 2,320 － 

　 522 　 0.2 △ 672 △ 0.2 　 1,194 　 － 

そ の 他 収 益 ・ 費 用 計 　 2,647 　 0.9 △ 495 △ 0.2 　 3,142 　 － 

税 引 前 当 期 利 益 　 28,571 　 9.6 　 18,947 　 6.7 　 9,624 　 50.8

　 10,983 　 3.7 　 7,456 　 2.6 　 3,527 　 47.3
少 数 株 主 損 益 控 除 前 　 　
当 期 利 益 　 17,588 5.9 11,491 4.1 　 6,097 53.1

△ 88 △ 0.0 　 139 　 0.0 △ 227 　 － 

当 期 純 利 益 17,500 　 5.9 11,630 　 4.1 　 5,870 　 50.5

当期純利益

　　　　　　　　-　基　本　的     93円34銭 62円86銭
　　　　　　　　-　希  薄  化  後     93円34銭 62円86銭

加重平均発行済株式数

　　　　　　　　-　基　本　的    187,482千株 185,001千株
　　　　　　　　-　希  薄  化  後    187,482千株 185,001千株

（注）１．　当社は米国財務会計基準審議会基準書第130号「包括利益の財務報告」を適用しています。同基準書に基づく当期第３四半期

　　　　　　及び前期第３四半期の資本取引以外の資本勘定の増減（包括利益）は、それぞれ30,757百万円の増加及び8,677百万円の

　　　　　　増加となりました。

（注）２．  １株当たり当期純利益は、米国財務会計基準審議会基準書第128号「１株当たり利益」を適用しています。基本的１株当たり

　　　　　　当期純利益は、普通株式の期中平均株式数に基づいて計算され、希薄化後１株当たり当期純利益は、潜在株式の希薄化効果

　　　　　　を考慮して計算しています。

当 期 第 ３ 四 半 期 前 期 第 ３ 四 半 期

（
自平成15年10月  1日

） （
自平成14年10月  1日

）
増　　　　減

至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

　　科　　　目 金 額 比 率 金 額 比 率 増 減 金 額 増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

純 売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 収 益 ・ 費 用 （ △ ）

受 取 利 息 ・ 配 当 金

支 払 利 息

為 替 換 算 差 損 益

持 分 法 投 資 損 益

少 数 株 主 損 益

１株当たり情報：

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他 （ 純 額 ）

税 金 充 当 額
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京セラグループ連結

【御参考】連結キャッシュ・フロー計算書　（監 査 対 象 外）

当期第 ３四半期 前期第 ３四半期

自平成15年10月  1日 自平成14年10月  1日
至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

百万円 百万円

Ⅰ 　 　

1 　 17,500 　 11,630
2 　 　

(1) 　 17,856 　 19,470
(2) △ 402 1,530
(3) △ 608 △ 85
(4) △ 42,279 △ 6,851
(5) △ 3,625 △ 1,893
(6) 　 911 △ 854
(7) 　 7,791 　 13,936
(8) △ 35,454 　 －

(9) 　 6,752 △ 10,775
△ 31,558 　 26,108

Ⅱ

1 △ 6,563 △ 4,839
2 △ 6,804 △ 161
3 　 11,651 　 6,478
4 △ 13,234 △ 11,351
5 　 542 　 769
6 　 52,983 　 －

7 △ 3,857 　 335
　 34,718 △ 8,769

Ⅲ

1 　 10,019 △ 68
2 　 97 　 321
3 △ 773 △ 2,206
4 △ 5,796 △ 5,660
5 　 14 △ 459
6 △ 342 △ 329

　 3,219 △ 8,401

Ⅳ △ 1,355 △ 1,614
Ⅴ 　 5,024 　 7,324
Ⅵ 　 299,160 　 278,098
Ⅶ 304,184 285,422

現 金 及 び 現 金 等 価 物 純 増 加 額

当 期 純 利 益

減 価 償 却 費 及 び 償 却 費

た な 卸 資 産 評 価 損 引 当 額

為 替 換 算 調 整

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

配 当 金 支 払

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 等 価 物 期 末 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

投 資 及 び 長 期 貸 付 金 の 実 行

有 価 証 券 の 売 却 及 び 償 還

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

現 金 及 び 現 金 等 価 物 期 首 残 高

為替相場変動による現金及び現金等価物への影響額

引 出 制 限 条 件 付 預 金 の 解 約

長 期 債 務 の 返 済

（

金        額

）

金        額

（ ）

摘　　　要

短 期 債 務 の 増 加 （ △ 減 少 ）

年　　　度

そ の 他

その他の流動資産の減少（△増加）

支 払 債 務 の 増 加

自 己 株 式 の 購 入 ・ 売 却

有 価 証 券 の 購 入

固 定 資 産 の 購 入 に よ る 支 払

長 期 債 務 に よ る 調 達

ラパイン訴訟にかかる和解金の支払

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰへの調整

た な 卸 資 産 の 増 加

そ の 他

そ の 他

受 取 債 権 の 増 加
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京セラグループ連結

【御参考】セ　グ　メ　ン　ト　情　報　（監 査 対 象 外）

１．事業の種類別セグメント情報

           　　　　  年　　度

自平成15年10月  1日 自平成14年10月  1日
至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

     事 業 区 分 金        額 金        額  増減金額 増　減　率

売         上         高 百万円 百万円 百万円 ％

67,120 61,531 　 5,589 　 9.1
68,364 57,899 　 10,465 　 18.1

142,654 141,361 　 1,293 　 0.9
24,061 23,343 　 718 　 3.1

△ 4,745 △ 3,170 △ 1,575 　 －

連 結 売 上 高 297,454 280,964 　 16,490 　 5.9
事     業     利     益 　 　

　 8,284 4,083 　 4,201 　 102.9
　 5,205 3,016 　 2,189 　 72.6
　 8,108 9,797 △ 1,689 △ 17.2
　 2,543 1,565 　 978 　 62.5

事 業 利 益 計 24,140 18,461 　 5,679 　 30.8
　

　 4,257 △ 778 　 5,035 　 －

　 119 1,136 △ 1,017 △ 89.5
　 55 　 128 △ 73 △ 57.0

税 引 前 当 期 利 益 28,571 18,947 　 9,624 　 50.8
減価償却費及び償却費 　 　

4,302 4,579 △ 277 △ 6.0
5,971 6,774 △ 803 △ 11.9
5,796 6,408 △ 612 △ 9.6
1,167 1,159 　 8 　 0.7

620 550 　 70 　 12.7
合 計 17,856 19,470 △ 1,614 △ 8.3

設   備   投   資   額 　 　
3,301 1,985 　 1,316 　 66.3
4,191 2,963 　 1,228 　 41.4
5,230 4,038 　 1,192 　 29.5

188 2,290 △ 2,102 △ 91.8
216 395 △ 179 △ 45.3

合 計 13,126 11,671 　 1,455 　 12.5

当 期 第 ３ 四 半 期 前 期 第 ３ 四 半 期

（ ） （ ） 増　　　  減

ﾌ ｧ ｲ ﾝ ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ 関 連 事 業

電 子 ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｽ 関 連 事 業

機 器 関 連 事 業

そ の 他 の 事 業

調 整 及 び 消 去

ﾌ ｧ ｲ ﾝ ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ 関 連 事 業

電 子 ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｽ 関 連 事 業

機 器 関 連 事 業

そ の 他 の 事 業

本 社 部 門 損 益

持 分 法 投 資 損 益

調 整 及 び 消 去

ﾌ ｧ ｲ ﾝ ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ 関 連 事 業

電 子 ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｽ 関 連 事 業

機 器 関 連 事 業

そ の 他 の 事 業

本 社 部 門

ﾌ ｧ ｲ ﾝ ｾ ﾗ ﾐ ｯ ｸ 関 連 事 業

電 子 ﾃ ﾞ ﾊ ﾞ ｲ ｽ 関 連 事 業

機 器 関 連 事 業

そ の 他 の 事 業

本 社 部 門
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京セラグループ連結

【御参考】２．所在地別セグメント情報

           　　　　  年　　度

自平成15年10月  1日 自平成14年10月  1日
至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

    所 在 地 区 分 金        額 金        額  増減金額

売         上         高 百万円 百万円 百万円 ％

130,398 133,824 △ 3,426 △ 2.6
70,570 59,461 　 11,109 　 18.7

200,968 193,285 　 7,683 　 4.0

85,975 75,914 　 10,061 　 13.3
4,926 5,939 △ 1,013 △ 17.1

90,901 81,853 　 9,048 　 11.1

　 36,057 29,369 　 6,688 　 22.8
28,551 18,382 　 10,169 　 55.3
64,608 47,751 　 16,857 　 35.3

40,076 38,566 　 1,510 　 3.9
8,316 7,166 　 1,150 　 16.0

48,392 45,732 　 2,660 　 5.8

4,948 3,291 　 1,657 　 50.3
2,068 2,065 　 3 　 0.1
7,016 5,356 　 1,660 　 31.0

△ 114,431 △ 93,013 △ 21,418 －

連 結 売 上 高 297,454 280,964 　 16,490 　 5.9
事     業     利     益 　 　

　 18,710 　 16,812 　 1,898 　 11.3

　 3,233 　 1,223 　 2,010 　 164.3
　 3,592 　 1,811 　 1,781 　 98.3

△ 647 △ 1,916 　 1,269 　 －

　 335 　 119 　 216 　 181.5

　 25,223 　 18,049 　 7,174 　 39.7
△ 1,028 　 540 △ 1,568 　 －

　 24,195 　 18,589 　 5,606 　 30.2

　 4,257 △ 778 　 5,035 －

　 119 　 1,136 △ 1,017 △ 89.5
税 引 前 当 期 利 益 28,571 18,947 　 9,624 　 50.8

当 期 第 ３ 四 半 期 前 期 第 ３ 四 半 期

（ ） （ ） 増　　　  減

増　減　率

日 本

所 在 地 間 内 部 売 上

米 国

所 在 地 間 内 部 売 上

ア ジ ア

所 在 地 間 内 部 売 上

欧 州

所 在 地 間 内 部 売 上

そ の 他 の 地 域

所 在 地 間 内 部 売 上

調 整 及 び 消 去

日 本

米 国

ア ジ ア

欧 州

そ の 他 の 地 域

調 整 及 び 消 去

本 社 部 門 損 益

持 分 法 投 資 損 益
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京セラグループ連結

【御参考】３．地域別セグメント情報

　　　　　　　　　　  年　　　　度

地  域  区  分 金        額 金        額

売         上         高 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

日 本 114,655 38.5 116,800 41.6 △ 2,145 △ 1.8

米 国 64,287 21.6 61,379 21.8
　

2,908
　

4.7

ア ジ ア 52,010 17.5 47,785 17.0
　

4,225
　

8.8

欧 州 38,957 13.1 37,769 13.4
　

1,188
　

3.1

そ の 他 の 地 域 27,545 9.3 17,231 6.2
　

10,314
　

59.9

連 結 売 上 高 297,454 100.0 280,964 100.0
　

16,490
　

5.9

海 外 売 上 高 182,799 164,164
　

18,635
　

11.4

連結売上高に占める割合 61.5% 58.4%

当 期 第 ３ 四 半 期 前 期 第 ３ 四 半 期

（
自平成15年10月  1日

） （
自平成14年10月  1日

増 減 金 額 増 減 率

）
至平成15年12月31日 至平成14年12月31日

構成比 構成比

増　　　  減
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